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防災DX官⺠共創協議会の概要

災害による国⺠⼀⼈ひとりの被害・負担の軽減に資する平時・有事の防災DXのあり⽅を、⺠が主
体的・協調的に追求し、官⺠共創により実現する。

《⽬的》

①課題特定 防災DXの定義や課題を整理し、官民・民民共創による解決の方向性を導出する。

②基盤形成
防災DXの実現に不可欠な「データ連携基盤」のあり方を、上記の課題特定に基づき官民共創で検
討し、その構築に向けて必要な施策を住民・自治体の目線から提言する。

③市場形成
防災DXの実現に資するアプリケーション・サービスの開発・流通を促進し、そのエコシステム・市場
を官民で共創する。

④災害対応
国内における災害発生においては、課題特定、基盤形成及び市場形成を目的として、協議会会員
の有志による活動を軸として、多方面の関係者との協業により具体的な災害対応を行う。

《ミッション》

l 防災DX官民共創協議会は、デジタル庁の呼びかけで、防災分野におけるデータ連携等の推進を通じた
住民の利便性の向上を目指し、防災分野のデータアーキテクチャの設計やデータ連携基盤の構築等の

検討を行う協議会として２０２２年１２月に発足
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防災DX官民共創協議会

地方公共団体

113団体

民間企業・団体

413団体

総会員数 526団体
（2025年4月25日現在）
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２０１９年台風１５号災害
災害対策本部＠千葉県庁
災害時情報集約支援T
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ちなみに
ダイヤモンドプリンセス号
船内でも支援していました
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＠厚生労働省
コロナ本部クラスター班
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LINE使ってる方は
おぼえてますか？
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DXって何なんだ︕︖
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DX = Digital Transformation?
↓

DX = Digital Experience
↓

YES, Digital TRANSFORMATION!!
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1861年

1925年

1953年

1976年

2006年
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情報流通量が⾶躍的に増⼤し
時間や位置に依存しない環境が出現
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自治体DX の一丁目一番地は、データの利活用
・ 仮にシステムアプリケーションが各所バラバラに構築されたとしても、生み出されるデータは共通利用すべき
・ バラバラに存在するデータレイクからデータを集約取得し、各所で共同利用出来るスキーム構築が良いと考える

・ データを各社事業領域で囲い込む戦略から、データを共同で利用し国家全体で底上げして諸外国に対抗する

基本、データはGive and Take。「give」は自分のところから何かを出す。「take」は自分のところに何かを取り込む。
ギバー(人に惜しみなく与える人)、テイカー(真っ先に自分の利益を優先させる人)、マッチャー(損得のバランスを考える人)
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例えば、コロナ対策でのデータ利活⽤事例

県が保有するコロナ関連データと⼈流データなど約50種をデータ統合連携基盤上で
統合し、コロナ感染予測シミュレータをSHI(ヘルスイノベーションスクール)と共同開発

新型コロナウイルス対策本部会議で予測値を使⽤、県ＨＰにモニタリング指標として掲載

【取組例】 新型コロナ・予測モデルによる重症者数等シミュレーション

データ
統合連携
基盤

データ

データ

データ

シミュレ
ーション
モデル
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⾃治体DXの問題点要素

自治体各組織が個別にシステムを構築しようとしていること

自治体各組織が慢性的にICT人材が確保出来ていないこと

データ共同利用のルール整備が出来ていないこと

・ システム2000個問題が進行中で、個別に閉じたシステムが、各所でバラバラに企画されている。
・ システムがバラバラでできあがることによって、データの共有化に支障が出る可能性。

・ 地方自治体でのICT人材確保は非常に難航している。少ない人数を組織横断で利活用することが必要
・ 地方自治体で、人材プールと、人材の共同利用を検討。

・ 自治体内部局から部局へのデータシェアがいまでも出来ていない。市町村間でも同様。
・ 自治体から他自治体への情報共有が出来る仕組み（ルール整備やPermission等）が必要
・ そもそものデータ取得時からPermissionをきちんと取得し、データを正々堂々と利活用出来る仕組みの整備
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アプリケーション

データベース

インタフェース

OS

HDD

筐体
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アプリケーション

データベース

インタフェース

アプリケーション

データベース

インタフェース

アプリケーション

データベース

インタフェース

アプリケーション

データベース

インタフェース
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アプリケーション

データベース

インタフェース

アプリケーション アプリケーション アプリケーション
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デジタルによって、

・ダイレクトに
・リアルタイムだけじゃ無く
・必要な時に必要なだけ
・意識せず当たり前に
・無限に

つながる時代に。
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まずは防災から
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私が考える“防災DX”（2018年から⾔い続けていること）

すべては、⼈命を救うために

そのために⽬指すべきは 「救助が不要の世界」

事前防災→災害予測→事前避難→被害把握→復興⽀援

デジタル化された社会だからこそ今できることがある

・ 住⺠を災害の危機から如何に未然に救うか。いままで出来なかったことがデジタルによって出来るようになる世界がある
・ 災害関連死を１⼈でも救うために何ができるか。いつ発災するかわからない状況で事前の準備が重要

・ そもそも該当者全員が事前に避難していれば、危機的状況になることはなく、救助は必要なくなる。→ 直接死も防げる
・ 災害関連死の抑⽌のためにも、被災者個⼈個⼈の状況を把握し続けることで、インシデント発⽣は防げる

・ 事前防災の考え⽅は⾮常に重要。「未災コンセプト」。まるごと全部デジタル化で、復興フェーズの考え⽅を変えよう
・ 今はスマホの時代。デジタルだからこそ、個⼈ごとの状況に応じた避難指⽰を配信可能 → ⾃分ごと化

・ 今までは荒唐無稽といわれてきた。デジタル化された社会で⽣み出される膨⼤なデータを駆使することで、１⼈でも死者を減らす
そのために今こそ防災DXが必要。地震雷⽕事⼤⾬等⾃然災害に限らず、軍事事象やテロ等にも有効になる。
・ 防災DXの⼀丁⽬⼀番地はデータの利活⽤ ・ SituationData重視から、PersonalData活⽤へシフトを
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私が考える“防災DX”（デジタルで⼀気通貫処理）

被
害
予
測

避難
啓発

避難誘導

必要物資

将
来
予
測

被
害
掌
握

⽀援
提⽰

意思確認

⽀援実施

復
興

そもそも罹災証明書がいらない
世界を目指すべき

避難者が把握できれば、必要物資量は計算出来る。（自治体からの要請はいらない）
※広域被災者データベースで実現できる

各個人の状況に最適な避難情報配信による自分事化
→早期避難を促す →避難の決断を促す→直接死を最小化する
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課題）避難をどうやって促すか→⾃分事にしないと先に進まない

出典:国⼟交通省「平成３０年７⽉豪⾬災害の概要と被害の特徴」
http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/hazard_risk/dai01kai/dai01kai_siryou2-1.pdf

防災スピーカーだけでは声は届かない洪水浸水想定区域と実際の浸水範囲がほぼ一致
（倉敷市真備町）
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情報は極めて重要なツール

発災直後
（発災〜6時間）

超急性期
（6〜72時間）

急性期
（72時間〜1週間）

亜急性期
（1週間〜1ヶ月）

慢性期

（1〜3ヶ月）

慢性期
（3ヶ月以降）

発災直後の被災状況の把握困難。
また、情報混乱による、情報伝達遅延が
発生。これにより判断権者の判断が遅れ
るリスクも。

この情報空白をITで埋めることが肝要。

人命救助に極めて重要な72時間をいか
に効率的にリソースを動かすかが重要

復興期の住民サービス改善が重要。
罹災証明事務の見直しにより、迅速な住
民生活基盤の復旧を自治体がデジタル
により支援することが重要。
自治体政府による復興支援は、避難該当

者が、きちんと避難していくモチベーショ
ンにもつながるので、全力で。

復興初期が不満が一番噴出する時期。こ
の時期の被災者への情報提供は重要。

被害中

被害小

被害大

死者

火事家屋倒壊

道路陥没

けが人

外壁落下

停電

けが人

情報空白地帯
（要注目）

発災直後（発災から30分でいかに情報を集められるか）の被災情報は重要
例：行政「今大丈夫ですか？」→住民「大丈夫です」

Google Maps
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出典: AI防災協議会が2020年1⽉17⽇に実施した神⼾市におけるSIPチャットボットの実証実験結果より。
情報の集約・マッピングはNICT「D-SUMM / DISAANA」を利⽤

デジタルで収集した情報をマッピングすることで情報空白地帯も明らかに
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防災チャットボットによる避難⽀援

複数市での避難状況を収集しパーソナライズ情報を提供（神奈川県の実証実験例）
住⺠の避難が進むと、避難所ごとに避難者数、避難予定者数が増えていき、避難所定員に達する避難所が出てくる状況を把握。
新しい避難所の開設判断や、隣の⾃治体と連携した広域避難が実現できることを確認。

住⺠の属性にあわせて、被災状況をもとに適切な避難先を案内

避難所ごとの満空状況

藤沢市
鎌倉市

河川氾濫の危険性
のため渡れない

越境避難の
受け⼊れを決定

②避難所は定員オーバー予測。
河川氾濫の危険があるため、
市内で空いている別避難所へ
の誘導は危険

③隣接の市と連携し、隣の市で避難者の受け
⼊れを決定

⇦避難所定員
⇦避難者数（円グラフの⾚）
⇦避難中（円グラフの⻩⾊）

県でも早期に避難所の状況を把握し、
要請があれば応援に回れるよう準備。

※本実証実験は、2021年2⽉に神奈川県と県下の 15 市町
の職員を対象に⾏い、住⺠役も職員が務めました。

①このエリアに住
む住⺠への避難⽀
援をすると仮定



２０２３年１０月２３日
避難所DX実証w/デジ庁
＠小田原合同庁舎
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能登で起きていたこと
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能登半島地震の被災地で起きていたこと

出典︓神奈川県資料より⼀部改訂

これらの課題解決には、「防災DXの推進」が不可⽋
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Starlinkの有⽤性の再認識

発災直後から、電力供給、通信に問題が発生しているエリアの存在を確認

BDXとしてこの問題解決に資するため、ソフト面のみなずハード面でのサービス提供も検討
KDDIの協力を得てスターリンクを手配し、現地に投入

電⼒・通信の途絶エリアが発⽣

衛星通信が有効だが、電⼒供給
途絶エリアでは利⽤困難
電源カーとしてHV⾞で機材運搬、
活⽤することを検討

スターリンクを現地に設置
1/5〜愛知県消防、三重県いな
べ市消防、JVOAD、⽇本⾚⼗字
社に計20台の通信機器を貸与

その後スペースX社、KDDI社が
350台の無償提供を実施
https://news.kddi.com/kddi/corporate/n
ewsrelease/2024/01/07/7171.html

また、給電カーもBDX経由で9
カ所に設置し、衛星通信・⾮常
時電源の必要性、有⽤性が⽴証
された

（１）課題 （２）取組 （３）成果

KDDIからスターリンク
を受け取り、被災地で
⽀援団体と⼀緒に設置



〜R6能登半島地震対応から〜
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・1⽉7⽇現地⼊り ⇒ ⽯川県庁へのデジタル⽀援開始 ⇒ ⽀援を受け⼊れる準備も必要
・災害時には様々な機関が動き個別に情報を収集し混乱要因に ⇒ 統制とは
・被災⾃治体は稼働⼒が落ちるが、災害対応事務等は爆発的に増加する ⇒ 少ない職員で対応
・防災DXでいうと、今回の現地デジタル⽀援活動は、産官学連携での問題解決成功事例ではないか
・とにかく必要なデータが無い ⇒ 現地⾏くものの使える道具がない ⇒ なければ作るしかない
・まず基軸となる（正）のデータを組み上げることは⼤事 ⇒ 普段からの関係構築も重要
・InformationからDataに。DataからIntelligenceへ変えていくことは重要 ←⽬指すも未完

令和6年能登半島地震での所感
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パランティア

東京海上

デジタル庁

石川県庁

北國銀行

石川県庁LINEヤフー

SAP

損保ジャパン

三菱総研

NTTデータ

防災科研

IOデータ

PwC

デロイト

ウエザー
ニューズ

スペクティ

石川県庁

石川県庁

神奈川県

ファストドクター

NEC



能登で実施したこと
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Step1～Step3の図



複数機関が避難所
情報を分散収集

避難所情報統合システムの構築支援

取組事例①
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• 市町、 DMAT、自衛隊等が個別に収集し分散管理していた避難所情報の集約を支援
• 各避難所情報を県の総合防災情報システムで一元管理するための中間システム構築を支援

• 石川県のニーズを踏まてダッシュボード機能を継続的に改善しながら運用中

避難所情報の⼀元管理と
機関横断での共有

出典：SAPジャパン（株）プレス発表資料（https://news.sap.com/japan/2024/01/201401-
noto-earthquake/）を⼀部加⼯

（１）課題 （２）取組 （３）成果

SAPジャパン（株）がシステム開発を担当

⾏政
(SIP4D)
355箇所

DMAT・
保健師
（D24H）
786箇所

⾃衛隊
（ｷﾝﾄｰﾝ）
587箇所

県システムでの⼀元管理

SIP4D/ISUTサイトでの共有

1/8時点で総計1598箇所
（重複・未確定あり）

1/28時点で917箇所を確定
（681箇所の重複・未確定を解

消）





Suicaを活用した避難者情報の把握支援
取組事例②

• JR東日本の協力を得て、Suicaを活用した避難者情報把握のソリューションを開発

• 避難所での機器設置作業等も支援。志賀町の避難所にSuicaを先行配布・活用中

• 入浴施設の入浴用カードとしてもSuica配布・運用中 （能登町、中能登町、七尾市、羽咋市、志賀町）
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l ⾏政職員も被災
l 被災者が広域的に避難

l 避難者情報の把握困難

l避難者の所在や動き
のトラッキング

l避難者情報を個別か
つ全体的に把握

→6/1時点で約13,000枚の
Suicaを配布

（１）課題 （２）取組 （３）成果

被災者DB

紙の情報を
DBに登録

市町

被災者DB

県

カードリーダー

避難所・⼊浴施設等

タッチ

SOMPOホールディングス（株）の協⼒の下、Palantir Technologies Japan（株）がシステム開発を担当

ダッシュボード



被災者訪問アセスメントのオンライン化支援

取組事例③
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• 実施機関毎に異なっていた被災者訪問アセスメントの調査項目の統一化を支援

• 紙ベースで行われていたアセス情報入力をオンラインフォーム化（デジタル化）

• 各実施機関が収集・登録したアセス情報の集約・統合的把握を支援

l紙ベースでのアセス

l各実施機関のアセス項
⽬が不統⼀

lアセス結果の統合的な
把握が困難

lオンライン⼊⼒化、ア
セス実務の省⼒化

lアセス結果の統合
→3/21時点で約4,900件の
データ登録

l被災者特性に応じた適
切な⽀援

【被災者
データベース】

①訪問先情報
（住所、⽒名、世帯情報等）

訪問者 被災者

③訪問

④対話

⑤アセス情報⼊⼒

⑥アセス情報
（被災者データ拡充） ⑦情報確認

判断・対応

実施内容＝構築部分

②訪問先の
リスト化

（１）課題 （２）取組 （３）成果

オンライン⼊⼒フォーム

ワークログ（株）が
システム開発を担当

Palantir Technologies Japan（株）がシ
ステム開発を担当

（デジタル⼊⼒）



被災者データベースの構築支援

取組事例④
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• 県は、特に被害が甚大な6市町の被災者台帳を支援するため被災者DBを構築中
• 県・市町保有の各種名簿、Suica活用による把握情報、被災者アセス情報などを集約・統合管理する
被災者DB構築を支援。機能改善しつつ運用中

l様々な種類・形式
の被災者情報が分
散

l集約・名寄せに多
⼤な職員事務負担

l被災者データベースに
よる各種被災者情報の
集約・管理

→合計10以上のシステム等か
らの被災者情報を名寄せ・統
合（拡充中）

（１）課題 （２）取組 （３）成果

【被災者DB】

県・市町が取得・収集してい
る被災者に関する情報

避難者名簿、訪問情報等

避難所データ集約可視化アプ
リケーション

被災者台帳の作成⽀援
②被災者訪問アセスメント

被災者台帳の作成⽀援
①Suicaプロジェクト

BTP
SAPに集約されたデータ
を市町職員がチェックし、
マスターデータに登録

複数の情報を組み合わせることで情
報の信頼性が向上

現地登録情報（基本4情報＋現在地
等）とタッチログ 世帯情報、個⼈の要配慮情報等

各種名簿等

Suica情報 訪問アセス情報 ダッシュボード

Palantir Technologies Japan（株）がシステム開発を担当

!" #A%&
'( )'
*+ #A,
-./+ 0123
456 777

!" #A%&
'( )'
*+ #A,
-./+ 0123
456 777

!" #A%&
'( )'
*+ #A,
-./+ 0123
456 777



能登で実施したこと（被災者データベース）
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能登で実施したこと
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能登で実施したこと
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メモ）

もし、中央省庁の災害救助法等の通知
類がオープンデータ化されるか可読性

があるデータであると、支援メニュー
の正確性が激善する（災害救助法通知
の非公表問題）

また複合災害における罹災証明書の住
家被害認定の考え方も石川県内の内部
通知にとどまり、これも支援者が目に
できていないので、被災者や自治体職
員へのアドバイスができないという
NPOや支援専門団体からの悲鳴も検知。



能登で実施したこと（その後の豪⾬災害でも）
Situationデータの集約と可視化
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情報源が異なる大雨に関する情報（道路規制、航空写真、集落位置等）を一つのマップ上で可視化 行方不明者の住所、航空写真、ハザードマップ、衛生画像等複数の情報を一元的に表示



Situation DataｘPersonal Data の有効性の例示
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被災者台帳の世帯情報を利用し、個人情報を除いた状態で孤
立集落周辺の世帯状況を可視化（白い点）



能登の対応をする中で気づいた⽳
〜避難者個々⼈を網羅的に把握する仕組みが存在していない〜
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Step2で実施した避難者情報を広域で把握する仕組みが現時点で存在していない

無い

・被災者台帳は義務では
ないが市町村が作製でき
ることになってはいる

・避難所毎の避難者リス
トはあるところにはある

・避難所に居ない被災者
把握をする術は無い
・少なくとも広域に把握出
来るように統合化は必須



神奈川県コロナ対策のポイント
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ダイヤモンドプリンセス号で
の経験を基に、中等症という
医療負荷の⾼い患者需要に応
える医療提供体制「神奈川モ
デル」を構想し、地域と連携
しながら、発展的に実現

医療専⾨家の神奈川DMAT、
戦略企画・ICT・広報に精通し
た顧問チームなど、外部⼈材を
積極的に登⽤し、実現⼒の⾼い、
機動的な組織体制を構築

平時に利⽤していたICTツール
を活⽤し、組織への調査・分析
情報、個⼈の健康状態などの状
況をタイムリーに集め、データ
駆動での戦略策定を実現

医療提供体制 DMAT/外部⼈材登⽤ データ/ICT/戦略企画

神奈川県

医療機関 医療従事者

神奈川県

DMAT
エンジニア

経営者など
データプラットフォーム

物資情報 健康
モニタリング

宿泊施設
情報など

病床情報 事業者
情報



緊急時医療体制の神奈川モデル
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重点医療機関

⾃宅や宿泊施設等

⾼度医療機関

陽性
中等症

発熱診療等
医療機関など

陽性
重症

陽性
無症状 or 軽症

感染の疑い

新型コロナウイルス
コールセンター

受診案内

検査・診断

患者受⼊・搬送等の調整

患者受⼊
搬送等の調整

患者受⼊・搬送等の調整 重点医療機関
協⼒病院

かながわ緊急
酸素投与センター

体調
悪化

重症化

※病床ひっ迫時に2,3週間
程度暫定的に設置

かかりつけ医が
いない場合



１ 神奈川県がコロナ下で整備してきたDX基盤
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間接コミュニケーション 直接コミュニケーション

出先機関 業界団体

電話・FAX・メール

電話・FAX・メール

県(本庁)

県民

県

Web
システム

用途
・お知らせシステム
・パーソナルサポート

LINE・
メール

療養者

県

SMS

用途
・療養者の健康観察

LINE・
AIコール

医療機関

県

Web
システム

用途
・病床管理
・物資調整等

メッセージ

通知

県

福祉施設

用途
・PCR検査実施
・クラスター対応

・ワクチン接種

Web
システム



２ 医療機関のリアルタイムでの病床状況把握・共有
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Before

• 中間団体が各医療機関の病床の利用状況を
ヒアリング

• 県には2週間前、回答率6割のデータが提出
される

神奈川県

神奈川県病院協会

各医療機関

リアルタイムな病床の状況が分からず
適時・適切な病院支援につながらない

ＤＸ！

• 各医療機関がクラウドサービスKintoneに
病床の利用状況を直接入力

• 入力された情報は県のほか、各医療機関同
士がリアルタイムで閲覧可能

最新の状況に基づく適切な搬送調整に加え
医療機関の自発的な病床確保を促進

神奈川県

クラウドサービス

各医療機関



３ 保健所業務の軽減：自宅療養者のフォローアップ自動化
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Before

• 保健所の保健師が療養者一人ひとりに電話
し、安否や健康状態を確認

• 聞取り結果をExcelや紙に記録し、保健所
ごとに取りまとめ

患者一人あたりの必要リソースが増え、
患者増加に耐えられず機能不全に陥る

ＤＸ！

• クラウドサービスに登録された療養者に
LINEメッセージやAIを使った架電を実施

• 収集した健康状態はクラウドサービスに
記録し、担当者間でいつでも閲覧可能

療養者支援の全部署で最新情報を共有でき、
迅速かつプッシュ型のサポートが可能になった

クラウドサービス

各療養者

LINE・AIコール連絡 記録

神奈川県・各保健所熱はありますか？

体調は変わりませんか？

一人ずつ手作業で記録
各療養者



４ 保健所ヒアリング負荷の軽減：県内統一Webフォーム化
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Before ＤＸ！

患者

聞取り内容を
手元で記録

保健所

• 感染した患者の基本情報や療養場所の判断
に必要な情報を、保健所が電話で聞取り

• 聞取り結果をExcelや紙に記録し、保健所
ごとに取りまとめ

患者一人あたりの対応負荷が増え、
検査等の他の現場業務が疎かになる

• 検査を受けた県民に、その場で保健所が
必要な情報をWebフォーム入力してもら
う

• 入力情報を基に、療養場所の判断や新薬
治験の案内等、次の対応へスムーズに移
行患者一人あたりの対応負荷を軽減することで、
保健所職員が現場業務に専念できるようになった

クラウドサービス

患者（検査結果未受領者含む）

神奈川県・各保健所

各自で記録



５ 県民向けの情報公開：オープンソース活用
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Before

• 県民向けの情報発信はプレス対応を通じた
最低限の内容にとどまる

• 関係機関でさえも、最新の情報を得るため
には県本部に確認する必要がある

関係機関の間でも情報が錯綜し、
県民からの問合せ対応に追われる

ＤＸ！

• 県民向けのコロナ政策の最新情報を配信する
LINE公式アカウントを開設（登録者150万人
超）

• 毎日更新される感染者数や検査数などの
データを県民向け特設ページで公開

情報公開により基本的な問合せを減らし、
プッシュ型配信で県民の行動変容を期待

神奈川県「新型コロナウイルス感染症対策サイト」
https://www.pref.kanagawa.jp/osirase/1369/

コロナ本部 報道機関

県民

関係機関

情
報
が
少
な
い
な

神奈川県新型コロナ対策

パーソナルサポート

（登録者150万人超）



６ 高齢者施設クラスター対策など迅速な情報共有
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Before

• 陽性者が発生した施設は、保健所や県・市
の福祉部局にも連絡

• 毎日各部局から状況の電話確認が入り、施
設管理者の大きな負担に

高齢者等施設の状況が行政内部で
共有されず、二重三重の手間が発生

ＤＸ！

• 陽性者が発生した施設は、施設の状況を
Webフォームで回答

• 施設からの回答内容をリアルタイムで行
政各部局が閲覧し、必要な支援を開始

高齢者等施設からの報告が行政内部で共有
され、プッシュ型の支援が受けられる

高齢者等施設

保健所 福祉部局 コロナ本部

クラウドサービス

高齢者等施設

保健所 福祉部局 コロナ本部



７ データ統合基盤による多様なシステム間データ連携
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Before

• 用途の異なる複数のシステムで同じ患者の
情報が入っていても、紐づいていない

• 単体のシステムでは情報が網羅されないた
め、体勢的な感染動向を分析できない

各システムの膨大な量のデータを
十分に活用しきれなかった

ＤＸ！

• 複数システムを連携し、治療対象者の抽
出や療養証明書発行の迅速化を実現

• 患者の陽性確定から療養終了までの情報
を紐づけ、感染や予後の動向を内部で分
析

業務で蓄積したデータをビッグデータ
として活用し、県民に還元

データ統合
システム



防災DXの重要なKGI︓災害関連死ゼロ
〜能登地震対応で官⺠連携で実現させようとしたこと〜

61CONFIDENTIAL 関係者のみ閲覧可資料 Eyes ONLY

どんな⼈が︖ 今どこに︖ どのような
状況にある︖ 誰によって︖

何の⽀援を
受けている︖
必要な⽀援は︖

・要支援者

・高齢者
・後期高齢者

・独居者

・避難所(1次・1.5次)
・2次避難所
・自宅/知人宅
・車中泊等

・閾値設定

・既往歴
・Suicaノータッチ
・その他自由設定

・コールセンター

・対口職員
・保健師

・その他専門家等

・様子見

・電話等による連絡
・訪問確認

・行政支援手続き

急性期を耐えた被災者が復旧期にかけて亡くなる事例（災害関連死）ゼロをKGI
として設定したい。
行政や支援機関が把握しきれない被災者をサポートし続けるためのデジタル技術

デジタルで全て把握することは不可能なことは前提
ただし、デジタルで対応完結出来る人を抽出可能で自動化も可能に
デジタルで空いたリソースを真に⽀援が必要な⼈向けに仕向けられる
現時点では被災者を管理する仕組みがないためにこれが困難という課題
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デジタルデータ が全体業務をつなぐ潤滑油
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2.災害派遣デジタル
⽀援チーム派遣・運営

・⺠間デジタル⼈材の派遣体制整備
（資格制度の運営、マニュアルなど）
・⼈材育成・普及啓発（研修コンテンツ作成）

・各団体、⺠間が持つデータとの接続・連携
・初動対応などのデータアセット、カタログの⽣成
・取得・活⽤するツールの整備（オープンソース）

1.デジタル⽀援
コーディネート

3.防災データおよび
利活⽤ツールの整備
(デジタル公共財)

・⺠間⽀援組織等と被災（⾃治体）組織との連携調整

⾮常時のデータ活⽤
利活⽤環境の提供

各種データ
・ツールの提供

災害対応インフラ整備
（ヒト、データ）

防災DXによる
災害関連死の最⼩化



能登半島から南海トラフ・富⼠⼭噴⽕等広域災害へ
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・能登半島地震での⽀援は⽇本各地から⾏われた
・県庁所在地の⾦沢市はほぼ無傷
・⽇本全国他地域は元気

・南海トラフ地震での⽀援は
・そもそも被災地に⾏けるか
・⽀援すべき⾃治体が多すぎる
・主要産業ベルト地帯が被災地

限られたリソースを最⼤活⽤するためにデジタル技術を使う以外の選択肢があるか︖
デジタルでも官⺠連携は必須になるはずで、総⼒戦にならざるを得ないのでは︖

そして、この災害⼤国⽇本で対応したデジタル技術は、世界で必ず通⽤する
防災DXを積極的に推進し、災害への対応⼒を上げつつ海外へ
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周囲はDigital環境で完結する世界に
○○だけ取り残された世界観
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「法で定められた⼿続き」
そのコストは誰が負担すべきか
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デジタルは魔法や錬⾦術じゃないです。
デジタルは⼿品です。種も仕掛けもあるんです。



２０２４年２月２８日
避難所DX実証w/デジ庁
＠横浜

いつもの
メンバー

いつもの
メンバー いつもの

メンバー
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いつまでプッシュで物資を送り続けるの︖
なぜ⽀援物資を⾏政が被災地に送り続けているのか／できるのか

被災地にはリテールストアはある。なぜ彼らを活⽤しないのか
リテールストアを復旧させて、彼らに流通を任せるべき。そうすれば被災地にお⾦が回る

被災者が必要とする⽀援物資の代⾦は⾏政が出せばよい→デジタルで⽀援出来る

⽬標は、発災後72時間は⾏政。その後は⺠間主体で早期の商流の復興へ

発想の転換案（官⺠連携）

いつまで避難所で疲弊してるの︖
南海トラフ地震の想定避難者数は1230万⼈（避難所は650万⼈）

なぜ仮設住宅が出来るまで数ヶ⽉も避難所に居なきゃならないのか︖

通勤可能範囲まで広げればすぐ使える賃貸住宅はある
賃貸住宅関連のデータはある。デジタルでマッチングも容易。知識がある⺠間事業者のプロを活⽤
避難所滞在の避難者数を減らす→避難所インフラの負担も減らせられ、より重点的に⽀援可能

⽬標は、発災４⽇以内にみなし仮設へ⼊居してもらい災害関連死を防ぐ



参考︓⾃⺠党デジタル社会推進本部 防災DXPT資料
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防災チッカイギin能登 企画趣旨

• テーマ：
能登半島地震・奥能登豪⾬災害の災害対応・復旧・復興を、頑張ってい
る⼈・頑張った⼈・これから頑張る⼈たちの報告会

• 令和6年(2024年) に1⽉発⽣した
「令和6年能登半島地震」から約1年半が経過しました
また、同年9⽉に発⽣した「令和6年9⽉奥能登豪⾬災
害」から
約1年が経過しようとしています

• この災害対応と復旧・復興に取り組んでいる⼈たちが
⼀同に会してこの1年を振り返りながらお互いを知り、
これからの復興や次の災害に活かすための学びを得る
ための場です

防災チッカイギ
in能登
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防災チッカイギin能登の概要は次のとおりです。
イベント概要

テーマ 能登半島地震・奥能登豪雨災害の災害対応・復旧・復興に、

頑張っている人・頑張った人・これから頑張る人たちの報告会

参加者 能登半島地震・奥能登豪雨災害の災害対応・復旧・復興に取組む人

(公共・民間・NGO/NPO等問わず)
イベント規模 100名～200名

開催場所 和倉温泉「のと楽」および東京サテライト会場「LODGE」

日時 6/2(月) 10:30～17:00

会費 無料

旅費 出席者負担



74

防災チッカイギの企画・運営体制はボランティア有志による実⾏委員会形式を採⽤しています。
企画・運営体制

実行委員長 臼田 裕一郎
（国立研究開発法人防災科学技術研究所総合防災情報センター長）

実行委員 江口清貴
福島直央
米倉隆介

北野菜穂
関治之
杉井正克

小林誠
高田佳紀
山本純平

長倉克枝
安田 健志

主催 一般社団法人耐災害デジタルコーディネーションセンター

共催 AI防災協議会、防災DX官民共創協議会

後援 一般社団法人 能登官民連携復興センター
国立研究開発法人 防災科学技術研究所

事務局 PwCコンサルティング合同会社

協賛 PwCコンサルティング
富士フイルムシステムサービス

東京海上ホールディングス

日本マイクロソフト

（他、調整中）
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能登の各地や⽯川等の⽀援拠点で、災害対応・復旧・復興に尽⼒している/た各団体が集い、お互いの活動を知
り・たたえあうことで、「お互いを上⼿に頼る関係性」を醸成・深化させるイベントです。

企画：能登災害対応全員ピッチ

能登の災害対応・復旧・復興を⾏った団体に次の内容を発
表いただきます
• ⾃⼰紹介
• 能登でやったこと
• 能登でできなかったこと
• 次への提⾔

発表予定者
政治家、中央省庁、被災⾃治体、⽀援⾃治体、NPO、NGO、
⽀援団体（⺠間企業含む）、災害ボランティア、復興ボラ
ンティア、復興団体、等

時間
⼀団体5分
（5分でプレゼン強制終了とする仕組みを導⼊します）

想定団体数
50団体（1団体2名まで）

能登⽀援全員ピッチ

発
表
会
場

指定フォーマットに記載
(スライド数厳守)

交
流
会
場

配
信

パブリックビューイング
&交流

能登災害対応・復旧・復興
関係者マップの作成

能登災害対応全員ピッチ



登壇予定者については次のとおりです。
（調整中のため、変更可能性有）

登壇予定者

あああ あああ

君嶋里美 国立研究開発法人 防災科学技術研究所 友田景 株式会社 ノトツグ

吉森 和城 内閣府災害時情報集約支援チーム(IＳＵＴ) 灰谷貴光 能登町役場

上田啓瑚 一般社団法人ＢＯＳＡＩＥｄｕｌａｂ 山本亮 のと復耕ラボ

加藤 愛梨 株式会社 Mutubi 林俊伍 現代集落

岩城慶太郎 一般社団法人能登の國百年の計 木村充慶 有限会社ポムデーブ

森山 明能 一般社団法人 七尾青年会議所 / 七尾自動車学校 杉野智行 ゲストハウス黒島

北村優斗 合同会社焼塩エイミー 本谷 悠樹 もとやスーパー

古矢拓夢 農事組合法人能登ふれあいガーデン 八木 淳成 いろは書店

伊藤沙恵 合同会社 CとH 越後龍一 株式会社絶対そうしよ

清水 涼太 能登地震学生団体わかものと 瀬沼 希望 特定非営利活動法人 ETIC.

小山基 能登DMC合同会社 藤沢烈 一般社団法人能登官民連携復興センター

谷 遼典 合同会社 Break through 樋口裕司 公益財団法人日本財団

山口眞司 株式会社 タイミー ー ー




